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世界では既に 、 億台もの自動車が 保有され、 2 

年には世界人ロ カ 億人を超えると 予想されている。 自 

動車関連企業にとっては。 このような市場拡大蚊喜ばい、 

が。 急速なモ一列ゼーションの 拡大が。 むしろ交通事故。 

渋滞。 環境負荷、 ヱ ネルギ - 消費の増大を 招き。 人々の 暮 

らしを脅かす 負の側面が深刻化する 恐れがあ る。 

利便性。 快適性といった 正の側面の最大化と、 事故。 渋 

のような負の 側薗の最小化の 両立なくし 

て 、 持続可能な モ ビリティ社会の 実現はない。 これは。 自動 

車立国とも言える 我が国が率先して 解決に取縄み、 国際社 

会 に貢献すべき 最重要課 であ る。 これ 臼こ 対する有望な 

解決手段の一つとして。 高度交通システム 紐 

翰が 取組まれている。 

本稿でぼ 、 我が国の自動車社会における 1 

の技術動向とともに、 快適かつ安全。 安 

心 で環境負荷低減に 向けた持続可能な モ ビリティ社会の 

両立についての 方策を展望する。 

信 技術を用い、 車両。 道路。 人を姉位 

一体として捉え。 安全性の向上、 輸送効率の向上、 快適性 

の 向上。 さらには環境保全を 目指すシステムを 形成するこ 

ど 」、 と定義されている。 我が国でほ 、 1 8 年に国家プロジ 

ヱタト として発表されて 以来。 警察庁、 総務省、 経済産業省、 

庁 ( 当時 5 省庁 注 その関係外部団体を 

中心に。 国家主導で推進されてきた。 また。 産業界を中心 

に。 関係団体。 学識経験者等からなる 非営利活動法人とし 

省庁との連携のもと 推進活動 

が 展開されている。 

年代後半から。 カーナビゲーション シ 

( 道路交通情報通信システめの 普及が 

胎動料金支払システめの 普及 

年 3 月時点で。 ヵ一 ナビゲーシ 

万台を超える 市場 

合に搭載され、 全国の高速道路で 同サービス利用率 は 

冤に迫ろ う としている。 このように我が 国の 

の普及は現在、 世界で最も進んでいる。 

                                              ?On ど                                       

車載機器の普及台数推移 

( 参考文献めを 基に 科 ・ 学 技術動向研究センターにて 作成 ) 

これらと並行して " 「安全運転の 支援」に関わる 要素技術 

開発も進展している。 車両内のエレクトロニクス 技術を発 

させ。 自動車本体の 安全性、 利便性を向上させる 目的で開 

発されてきたのが 

安全自動車 ) であ る。 ，蝿 Ⅴ関連技術として。 事故を未然 ; こ 

予防する、 いわぬる予防安全の 機能が数多く 実用化に至っ 

ている，これらの 機能に加え、 カーナビゲーション。 

を構成する個々の 要素技術の研究開発。 

普及の両面においても。 我が国 は 世界でもトップクラスにあ 

ると言える。 
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S の普及と交通事故の 現状はどのように 関係してきた 

のだろうか。 図表 2 は我が国の交通事故発生件数、 死傷 

者数および死者数の 推移を示している。 

ては、 「自動車単体の 燃費，、 「平均走行速度」、 「走行 量 

[ 古寺 ロ ) 」の 3 点が考えられる め 。 「自動車単体の 

「 f 均 走行速度」を 要因とする二酸化炭素排出量について 

は 、 メーカー努力および 汀 の 普及により、 年み 減少傾向 

1@ ZOO@ 000@ r       """""""""""" """""" 二 %@"' 。 。 。 

串荻弗生 何 %     
死綴 者数 ノ ー lKo ㏄     く 一     % 弊は 10.COO 

死者 致 Ⅰ 
軽 散発生件数   6.0 ㏄ 

  4.000 
    杓 0 ・ 0 ㏄ 

臣ダ           
  

交通事故発生 i ヰ数 、 死傷者数および 死者数 

鯵 孝文 南 婬を基にネ平語技術動向研究センタ 一にて i を @) 

年以降。 減少傾向にあ るが、 交通事故件 

数ならびに死傷者数は 依然として右肩上力まりの 傾向が続い 

ている。 事故件数。 死傷者数の増大紋、 救急車や警察の 

出動数の増加および 事故渋滞を引き 起こす " このような間 

接的な損失を 含めると、 経済的損失額 は 年間 4 兆円を超え 

るとの試算もされているの。 

また。 交通事故死者数を 年齢層別致死率で 見た場合、 

5% 以上の高齢者が 他の年 層 より著しく高くなって 

いる " この原因として。 加齢による視力の 低下のみならず、 

判断速度の低下も 報管されている。 高齢化が急速に 進むと 

予測される我が 国にとっては。 痛ましい事故を 少しでも低減 

するためには。 高齢者の交通事故対策は 極めて重要にな 

にあ る。 一方、 「走行 量 ( 台 キロ ) 」を要因とする 二酸 サ 

排出量は。 近年急増しており。 結果として自家用自動車全 

体の二酸化炭素排出量削減には 至っていない。 こ 

技術は、 自家用自動車の 走行憂く古キ 翰 、 すなむち 

需要抑制に対しては 十分な効果を 有していない。 

  

持続時 能 な モ ビリティ社会を 実現するためには、 交通事 

故。 環境負荷 ぬづ 自動車力 ; もたらした負の 遺産を払拭 さ 

ぜ なければならない。 

これまで普及段階であ った℡ は 。 交通管制システム や 

安全運転支援システムと 融合。 連携することで、 Ⅸ 

定義にあ るような「車両。 道路。 人づ の 三位一体 ィヒ によって負 

の遺産の解消に 資する手段として 発展させていく 段階。 「 セ 

図表 3 であ る。 ェ レク 卜 ロニクスの進化にともない。 車両内 

で統合されたシステムと 交通管制システムのような 道路側 

の インフラ カぎ ・信輔 信 技術によって 結ば 

( 蕗田 が 協調した「車両インフラ 統合システム」の 実現が可 

能となる。 

  
lgHll 年 lg90 季 ' 。 的 "  " 田 """""" 

以 且の現状を鑑みると " 車載機器あ るい ほ 

個別の機能に 焦点を当てた 従来の㌍ 普及は 、 我が国の 

交通事故状況を 大幅に軽減させろに 至っていない。 

次に 、 汀もの普及とこ 酸化炭素排出量の 関係について 

見てみる。 我が国の運輸部門 00. 酸化炭素排出量は 全体 

の約 2 割を占める " このうち自動車車両全体から 排出され 

た童 は 。 運輸部門全体の 約 

自家用自動車の ニ 酸化炭素排出量を 左右する要因とし 
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図表 3  セカンドステージ 俘 S への変遷 

惨 孝文献 5@ 基に科学技術動向研究センターにて 作成 



律型 安全システ 

ムだけでは交通事故削減には 限界があ る。 完全な予防安 

全。 事故回避。 衝突安全などを 装備した自律型安全システ 

ムが実現できたと 仮定し。 さらに同じ機能が 全車両に設置 

されため づ 仮定で交通事故死者数をシミュレーションした 

結果によると。 死者数を十分抑制することができないと 報告 

されている 6@ 。 その 由は 。 交通事故の大半が、 見通しの 悪 

い交差点や出会い 頭などでの認知ミスあ るい ぼ 判断ミスに 

起因する 力 ちであ る。 この種の事故要因泣き 律型 安全シス 

テよ に よ る回避は困難であ る " 

したがって。 きらなる死者数低減のために は 。 自律型 安 

全システムの 安全性能向上に 加えて。 踏車間、 あ るい は車 

車間、 さらには歩行者と 自動車間接車間 ) における情報通 

信を通じて運転手の 認知支援を行な う 車両インフラ 統合 シ 

ステムの実現が 欠かせない。 

以上見てきたとおり、 従来のカーナビゲーション 、 Ⅵ GS 

および 簗丁 C を中心とした ぽ S 技術力ち一歩進化し、 インフ 

ラと車両を統合した 亜 TS 技術の導入や、 交通施策と " 体で 

を 「が S を 利 活用することで、 二酸化炭素排出量削減にっなが 

る可能     睡 があ 朱 その ポ テンシヤ ル について図表 堆 にまと 

めて示す。 

  l.@ 趙君 続暉化 ㍉ 貢 推進 - の目エ合の敬埋み                                                                                           
の各ヂ ・ @ タ 耳元ヒ科学技術荷向研究センタ - にて洪濤 

図表 苓丁 T 。 S                                                                             

従来のカーナビゲーション 、 Ⅵ GS および弱 

酸化炭素排出削減 ポ テンシャルの 合計 は 360 万㌢ C 三       "2 で 

あ るが。 セカンドス、 テージⅨ S 技術で期待できる   ニ 酸化炭 

素排出削減 ポ テンシヤ ル の合計 は穏 00 万を - じ ⑪ 2 と試算さ 

れる。 我が国の京都議定書目標達成計画において、 運輸 

。 C02 の削減目標が 掲げられてい 

は非常に重要な 位置 

付けにあ ることがわかる。 

インフラ統合型のセカンドスデージ 茸 力ミ 発展してむ へく過 

程では。 必然的に導入地域における 交通事情や二 一ズに 

合わせたものにならざるを 得ない，一例として 交通事故の 

実態を見る目図表 翰 、 日本国内でほ 歩行者事故の 割合 

が圧倒的に多く、 この 傾繭は アジア諸国で 類似している。 

- 方、 欧米各国日ま 車両事故中心であ る " 従って、 日本が 

目指す参事協調などの 先遣安全システムは、 欧米諸国の 

実情や二一ズ に 技術体系となるそぐわない 可能性もあ る " 

国際標準化の 流れを進める 以上、 欧米諸国との 連携に配 

慮が求められる。 

I@ E 。 i ， Sf@ @@BWEa@ ・ tctt@ 。 

米 - 

    
" 。 T" -""""     "-"" Ⅰ   

安 丑 掌故死者数の 割合 l%l 

図表 き 交通事故死者数のうち 歩行中の占める 割合 

鯵考 文献， ，を 基に科学技術動向研究セン 牙にて 4 て 戊 ) 

これまで示したとおり。 自動車社会の 負の遺産を克服し。 

@ 交通事故削減 ノや 「環境負荷低減」を 実現ずる交通システ 

ムを構築するには、 道路、 壷 両人が情報通信技術で 結ば 

れた車両インフラ 統合型のセカンドステージ 工 

現は 困難であ る " セカンドステージに 向けた 

ばて、 以 ㌃のような視点で 進めていくことを 提案する。 

"  一 " 。 一   q  ヲ 
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事故の原因の 肋 冤が 認知、 判断。 操作ミスであ り、 

高齢者 @T ど 交通事故を引き 起こす 率は高いことは 既述 

の通りであ る。 我が国が世界で 最も長寿高齢化の 進んだ国 

であ ることを踏まえ、 特に高齢者に 焦点を当てた 研究開発 

が不可欠であ る。 これまではエアバッバやレーンキープ ア 

シスト、 あ るいは センザぬ ㌧ た 機能面の研究が 中心だった 

が、 今後は人間工学。 認知科学的側面 力 、 らの研究と " 情報 

。 情報通信。 自動制御や交通工学など。 幅広い学問 

領域の融合により、 Ⅰ 研究の進展が 望まれる " 特に自動 

車運転席では、 移動中の閉空間で 全ての認知。 判断。 操作 

制御を行なう 必要があ り。 日常生活において 最も集申したヒ 

ユー マンマシンインターフェース ) が 要求される場であ 

る。 高齢者のみならず 世界基準でユーザ 一に優ロ比 ユー 

マンマシンインターフェース 研究をさら 4 こ 推進することが 望 

まれる。 

インフラ統合型システムであ るセカンドステージ IT 

行 するにあ だっては。 新たな車載通信機器やインフラ 側の 

設備投資が必要となる " 利便性や。 天 適性を高めることが 中 

心だった従来の 町 S の考え方とは 異な 先 セカンドステージ 

をず S システム 力 ; もたらす便益は、 安全。 安心や環境負荷低 

減れ 、 った 、 コスト的には 見えにく ひ 憶のであ るため。 新たに 

発生する費用負担に 対するユーザーや 社会の理解を 得る 

ための努力がこれまで 以上に重要になると 考えられ 乱 費 

用対効果の定量的な 比較検証。 導入に先立つ 十分な アセ 

スメント。 事後評価と情報公開などを 産官学が一体となって 

進めることが 不可欠であ る，その上で。 かつて排気ガスの 

規制が自動車性能向上を 促した よう に。 例えば新車には 

関連機器の装着を 義務付ける、 大都市圏へのみ 装着 

車乗り入れを 規制する、 れ、 ったような法的規制導入の 検 

討も必要であ ろう。 いずれにせよ、 セカンドスデージビ 

導入。 普及の促進は。 安全や環境。 エネルギ一に 関する教 

育、 啓蒙の結果もたらされる 国民の理解がなければ 成り立 

たない " 

アジア諸国ではモータリゼーションの 進展に伴い。 交通 

事故や環境負荷増加などが 社会 

在 化している。 セカンドステージ 1 

、 ジア諸国と戦略的な 連携。 協力を通じ、 アジア地域の 持続 

可能な発展にも 貢献することが 望まれる。 

セカンドステージ TT システムは車両インフラ 統合型で 

あ るため、 導入地域における 交通事情や二 一ズに 合わせ 

たものにならざるを 得ない " 交通事故の定本国内の 実態は、 

欧米各国よりもアジア 諸国に傾向が 似ており " 我が国で培 

った セカンドステージ の 先進安全システムは 、 

国のニーズにマッチ し 、 日本とアジア 諸国 

築 できる可能性も 高い。 今後 " 

アジアで発展する 地域に対して、 早い段階から 先進車両お 

よび先進インフラを 備えた総合的な 実験モデル都市のアイ 

ディアを提供ずることも 可能であ る。 アジア地域の 交通イン 

フラは現状 未 整備で、 今後新たに構築する 段階にあ るため、 

すでに交通インフラ め ; 行き渡った我が 国より、 むしろアジア 

諸国においてセカンドステージ 工 T 型のインフラを 導入 展 

開する方が容易であ るとも考え ろ 軋る。 

今日の自動車産業 は 、 国際市場を ゃ 手に厳しいグロー 

バル な 競争にさらされているが、 その中で勝ち 残り、 発展を 

続けている我が 国の自動車産業 は 、 今後しばらく ほ 日本経 

済 全体を牽引する 基幹産業であ る。 今後モータリゼーショ 

ンが進展するアジア 諸国旗 " 自動車産業にとっては 有望な 

成長市場であ る。 アジア諸国と 連携してセカンドステージ 

技術を発展させる 取組みは。 アジア諸国の 持続可能な 

発展に貢献するだけでばなく。 我が国の自動車産業にとっ 

ての国際競争力を 今後も維持するこ 甜 ㏄つながる。 
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